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１．東須磨小学校の教員間暴行・暴言問題の概要 

 

(1) 問題の主な経緯 

2019 年 9 月、東須磨小学校の男性教諭 (25)が、先輩教諭 4 人

（ 30 代の男 3 人、40 代の女 1 人）から暴力行為やパワーハラス

メントなどの職場いじめを受ける問題が発生した。  

問題の主な経緯は次のとおりである。  

 

2018 年  

2 月下旬 一部の教員が「職員室で被害教員に対するふざけ

の度が過ぎる」と校長に訴える。校長が加害教員

を指導するも、具体的な内容は確認せず。 

3 学期 加害教員が別の教員に激辛ラーメンを食べさせた

と聞き、校長が指導する。 

2019 年  

6 月 20 日  市教委の定例の学校訪問で「若手教員に対する度

が過ぎるからかいがある」と現校長が報告 

7 月 1 日  加害教員の暴行行為について、教頭が被害教員や

別の教員との面談で把握する。 

7 月 2・ 3 日  教頭が校長に報告する。被害教員に詳細を確認す

る。 

7 月 3・ 4 日  校長が加害教員を指導する。加害教員の一人は被

害教員に「謝るんやったら謝ったるで」と暴言し

た。 

7 月 5 日  校長が被害教員に毎日様子を確認している旨を伝

える。 

7 月上旬 校長が職員会議でパラスメント行為について注意

する。 

7 月 9 日  校長が市教委に「4 人を指導した」と報告する。具

体的な説明はせず。 

9 月 2 日  被害教員が親族と相談窓口へ。市教委が問題を把

握する。 

10 月 1 日  
加害教員を校務から外す。 
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10 月 8 日  
東須磨小で保護者説明会 

10 月 9 日  
校長と市教育委員会が会見 

10 月 11 日  
被害教員が兵庫県警に被害届を提出 

10 月 18 日  
弁護士による調査委員会が初会合 

10 月 28 日  加害教諭を「分限処分」にして給与を差し止める

条例改正案を提出。翌 29 日成立。 

10 月 28 日  
加害教諭を「分限処分」にする。 

 

 

先輩教諭らから男性教諭への行為は、他の女性教諭へ性的なメ

ッセージを送るよう強要されたり、男性教諭の車の上に乗られた

り、その車内に飲み物をわざとこぼされたりした。ほか、物で叩

く、プロレス技をかける、刺激物（激辛カレー）を食べさせる、

目に擦りつけるなどの暴行を受け、暴言も浴びせられた。  

男性教諭は、これらを含め約 50 項目のいじめがあったと 9 月

11 日に兵庫県警に被害届を提出した。  

当初、同校の管理職は神戸市教育委員会に対して「人間関係の

トラブル」などと矮小化して報告したとされる。  

神戸市教育委員会の調査により、加害側の 4 人は他にも同校の

教諭 3 人にセクハラなどの行為をしていたことも判明した。  

10 月 15 日、亀岡文部科学副大臣と佐々木文部科学政務官が神

戸市教育委員会を訪れ、長田淳教育長と面会する。  

亀岡副大臣は「本来いじめをなくすよう指導にあたる教師が、

こんなことを起こしたのは信じがたい気持ちでいっぱいだ」と述

べ、神戸市教育委員会に対し原因究明の徹底と加害教諭の厳正な

処分を求めた。  

長田教育長は「教育行政に対する信頼を著しく失墜させたこと

を、深くおわび申し上げます」と謝罪し、第三者委員会を設置し

て事実関係を調査したうえで、関係者を厳正に処分する方針を説

明した。  
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10 月 16 日夜、市教委は、同校で保護者向けの説明会を開き、

男性教諭に対するいじめ行為や学校側の対応などについて説明

した。  

保護者から加害教諭に謝罪を求める声が相次いだが、市教委側

は「加害教諭も精神的に不安定で、すぐには難しい」などと応じ

た。保護者からは「先生のいじめ行為がショックで、登校できな

い児童がいるという話も出た。安心して勉強できる環境を整えて

ほしい」などの意見があった。   
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２．市の対応について 

 

(1)教育行政の対応 

①体制の整備 

10 月 17 日に、総合教育会議を開催し、市長、教育長、教育委

員と今後の対応を協議した。そして、 

・調査委員会による事実解明を早期に、できれば年内に明らかに 

するが、明白な事実は速やかにその都度公表を行い、説明責任

を果たすこと。 

・その上で、関係職員に対し厳正な処分を行うこと。 

・被害教員に対するケアを適切に実施するとともに、当該小学校

の児童・保護者に寄り添った対応を行うこと。 

・今回の事案は教育委員会のガバナンス欠如によるものと考えら

れ、教育委員会と学校現場が密に連携することを主眼として、

外部人材の登用及び連署内申方式の見直しを含め、早急に抜本

的な改革を行うこと。 

・学校現場における状況、教育行政の積極的な情報発信を行うこ

と。 

以上のような方針のもと、神戸市教育行政の信頼回復に向けて、 

教育委員会と市長が連携して全力で取り組むこととした。 

これを受け、教育委員会の独立性を尊重しながら神戸市教育委

員会の改革を支援するため、市長部局を含め組織体制を強化した。 

 

  11 月 1 日  教育委員会に教育委員会のガバナンス強化やマネ

ジメントを補佐する「改革特命担当課長」を配置する。 

  11 月 1 日  市長部局に総合教育会議を適宜開き、市長と市教委

の間で問題意識を共有し議論して改革の方向性を打ち出す「総

合教育会議」の事務担当の「教育行政支援課」を新設する。 

 

 

②加害教諭への対応 

  問題発生後の 10 月 1 日から加害教諭４人を自宅で待機させて

いたが、有給休暇を取得する形式で給与が支払われていたため

市民から苦情が殺到した。 

  そのため、分限条例を改正し、10 月 31 日市教育委員会は、有
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給休暇中の加害教諭４人を分限休職処分とし、給与の支払いを

停止した。 

  また、自主退職すると退職金が支給されるため、自主退職は認

めないとした。 
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(2)条例の改正 

①条例改正案 

  問題発生後の 10 月 1 日から加害教諭４人を自宅で待機させて

いたが、有給休暇を取得する形式で給与が支払われていたため

市民から苦情が殺到した。 

  懲戒処分前に給与を停止できる制度がないため、職員が起訴さ

れたり、公務に重大な支障が生じたりするおそれがある場合は、

処分前でも休職で給与を差し止め出来るよう分限条例を改正

した。  

 

条例改正、分限休職処分に至る経緯 

10 月 24 日

15 時  

市長が記者会見で加害教諭４人への給与支払い

停止を可能にする条例改正の方針を表明 

10 月 28 日

10 時  
市が、市議会に改正条例を提出 

10 月 28 日

15 時～ 
市議会総務財政委員会で条例案を議論し、可決

10 月 29 日

10 時～ 

市議会本会議で改正条例案が 1 会派を除く賛成

多数で可決。慎重な手続きを求める付帯決議案

も可決。 

10 月 30 日
改正市条例が公布・施行 

10 月 30 日

9 時  

処分の可否を諮問された分限懲戒審議会が「不

相当」との意見をまとめる。 

10 月 30 日

10 時  

市教委の臨時会議で加害教諭 4 人を分限休職処

分とし、給与を停止すると決定。夕方までに決

定を各教諭に通知する。 
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次のような条例改正案が提出された。 

 

条例改正案 

 

第 95 号 議 案  

職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 件  

職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ

う に 制 定 す る 。  

令 和 元 年 10 月 28 日 提 出  

神 戸 市 長  久  元  喜  造  

 

職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例  

 

（ 職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 １ 条  職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 27 年 2 月 条 例 第 ８

号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 ２ 条 に 次 の １ 号 を 加 え る 。  

(3) 重 大 な 非 違 行 為 が あ り ， 起 訴 さ れ る お そ れ が あ る と 認 め ら れ

る 職 員 で あ っ て ， 当 該 職 員 が 引 き 続 き 職 務 に 従 事 す る こ と に よ

り ， 公 務 の 円 滑 な 遂 行 に 重 大 な 支 障 が 生 じ る お そ れ が あ る 場 合  

第 ４ 条 第 ２ 項 中 「 第 ５ 項 」 を 「 第 ６ 項 」 に 改 め ， 同 条 中 第 ７ 項 を

第 ８ 項 と し ， 第 ６ 項 を 第 ７ 項 と し ， 同 条 第 ５ 項 中 「 第 ２ 項 」 の 次 に

「 ， 第 ４ 項 」 を 加 え ， 同 項 を 同 条 第 ６ 項 と し ， 同 条 第 ４ 項 の 次 に 次

の １ 項 を 加 え る 。  

５  第 ２ 条 第 ３ 号 の 規 定 に 該 当 す る 場 合 に お け る 休 職 の 期 間 は ， 同

号 の 事 由 が 消 滅 す る ま で の 間 と す る 。  

附 則 第 ５ 項 中 「 第 ４ 条 第 ５ 項 」 を 「 第 ４ 条 第 ６ 項 」 に ，「「 第 ５ 項 」

と あ る の は 「 第 ５ 項 又 は 兵 庫 県 分 限 条 例 」」 を 「「 第 ６ 項 」 と あ る の

は 「 第 ６ 項 又 は 兵 庫 県 分 限 条 例 」」 に 改 め る 。  

 

（ 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 ２ 条  神 戸 市 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例（ 昭 和 26 年 ３ 月 条 例 第 ８ 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 21 条 第 ４ 項 中「 法 第 28 条 第 ２ 項 第 ２ 号 」の 次 に「 又 は 職 員 の
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分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例（ 昭 和 27 年 ２ 月 条 例 第 ８ 号 ）第 ２ 条 第 ３

号 」 を 加 え ，「 支 給 す る こ と が で き る 。」 を 「 支 給 し ， 又 は 支 給 し な

い こ と が で き る 。」に 改 め ，同 条 第 ５ 項 中「（ 昭 和 27 年 ２ 月 条 例 第 ８

号 ） 第 ２ 条 各 号 」 を 「 第 ２ 条 第 １ 号 又 は 第 （ ２ ） ２ 号 」 に 改 め る 。  

 

（  職 員 退 職 手 当 金 条 例 の 一 部 改 正 ）  

第 ３ 条  神 戸 市 職 員 退 職 手 当 金 条 例 （ 昭 和 24 年 ９ 月 条 例 第 147 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 ７ 条 第 ４ 項 第 １ 号 中 「 第 ２ 条 に 規 定 す る 休 職 」 を 「 第 ２ 条 第 １

号 又 は 第 ２ 号 の 規 定 に 該 当 す る 場 合 に お け る 休 職 」 に 改 め ， 同 項 第

２ 号 中 「 そ の 他 こ れ に 準 ず る 事 由 」 の 次 に 「 又 は 職 員 の 分 限 及 び 懲

戒 に 関 す る 条 例 第 ２ 条 第 ３ 号 の 規 定 に 該 当 す る 場 合 に お け る 休 職 」

を 加 え る 。  

 

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 条 例 は ，  公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

（ 消 防 団 条 例 の 一 部 改 正 ）  

２  神 戸 市 消 防 団 条 例（ 昭 和 58 年 10 月 条 例 第 23 号 ）の 一 部 を 次 の

よ う に 改 正 す る 。  

第 ９ 条 第 ４ 項 中 「 第 ５ 項 か ら 第 ７ 項 ま で 」 を 「 第 ６ 項 か ら 第 ８ 項

ま で 」 に 改 め る 。  

 

 

理   由  

重 大 な 非 違 行 為 が あ り ， 起 訴 さ れ る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る 職 員

で あ っ て ， 当 該 職 員 が 引 き 続 き 職 務 に 従 事 す る こ と に よ り ， 公 務 の 円

滑 な 遂 行 に 重 大 な 支 障 が 生 じ る お そ れ が あ る 場 合 に 分 限 休 職 処 分 す る

等 に 当 た り ， 条 例 を 改 正 す る 必 要 が あ る た め 。  
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②附帯決議案の提出  

第 95 号議案に対し、次のような附帯決議案が提出された。 

 

 

第 95 号 議 案 に 対 す る 附 帯 決 議 案  

第 95 号 議 案 に 対 す る 附 帯 決 議 案 を 次 の と お り 提 出 す る 。  

令 和 元 年 10 月 29 日 提 出  

提 出 者  神 戸 市 会 議 員  

吉  田  謙  治   大  澤  和  士   北  川  道  夫  

壬  生   潤   藤  本  浩  二   沖  久  正  留  

菅  野  吉  記   軒  原  順  子   堂  下  豊  史  

髙  瀬  勝  也   徳  山  敏  子   門  田  ま ゆ み  

 

第 95 号 議 案 に 対 す る 附 帯 決 議 （  案 ）  

本 議 案 は ， 地 方 公 務 員 法 が 規 定 す る 分 限 休 職 処 分 の 対 象 範 囲 を 拡 大

す る も の で あ る と こ ろ か ら ， 任 命 権 者 が 職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る

条 例 の 恣 意 的 な 運 用 を 行 わ な い よ う ，同 条 例 第 ７ 条 に 規 定 す る と お り ，

人 事 委 員 会 等 に お い て ， 処 分 に 際 し て は 必 ず 審 査 会 に 諮 問 し ， 弁 明 の

機 会 を 保 障 す る な ど ， 公 務 員 の 身 分 保 障 を 十 分 担 保 す る 規 則 ・ 規 程 を

設 け る こ と と し ， 各 任 命 権 者 が 定 め て い る 分 限 懲 戒 審 査 会 に 関 す る 規

則 ・ 規 程 に つ い て も 所 要 の 改 正 を 行 う こ と を 強 く 求 め る 。  

 

 

 

令和元年第２回定例市会第６日  令和元年 10 月 29 日（第 19 号）  

第 95 号議案  職員の分限及び懲戒に関する条例等の一部を改正する条例の件  

第 95 号議案に対する附帯決議案  提案説明   公明党  吉田謙治  

 

ただいま御上程をいただきました第 95 号議案に対する附帯決議案につきま

して，提案理由の説明をさせていただきたいと思います。  

昨日この本会議場で，また総務財政委員会で，第 95 号議案についていろいろ
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議論がございました。先ほども反対討論がありましたように，大変いろんな法

的な問題点がございました。  

私ども公明党は過日，自民党の皆さん，また市民連合の皆さんとともに，早

急な処分，徹底的な調査ということを既に求めております。市民感情を考えま

すと，現在の状態が長く続くことは決して好ましいことではありませんし，分

限休職という処分の対象を拡大することについてもやむを得ないと考え，ただ

いまこの議案については賛成をいたしました。  

しかし，昨日の議論を通して大変大きな問題があったのは，この分限休職と

いう処分を拡大をする一方で，やはり公務員の身分保障のバランスをとらなけ

ればいけないということで，昨日一貫してお伺いをしたのは，こういった分限

休職の処分をする際の手続でございました。  

この分限懲戒に関する条例の第７条に細目の委任というのがございまして，

きのう議論したとおりでありますけれども，細目の委任については人事委員会

がこれを定めるというふうに条例が明文でもって，明確に規定をいたしており

ます。  

しかしながら，人事委員会が定めた規則はございませんで，どういうわけか

わかりませんけれども，附属機関に関する条例がいわゆるこの分限懲戒審査会

の根拠条例になっているということもわかりました。  

そしてまた，先ほどもございましたように，公務員の身分保障ということを

考えますと，当然ながら任命権者はこの審査会に諮問をするあるいはまた本人

に弁明の機会を保障するということは当然であろうと私たちは思います。  

しかし，残念ながら規程には，必要があると認めるときはということで，任

命権者の裁量に委ねられてしまっているという問題がございました。そういっ

たことを是正をする意味で，今回の附帯決議案を出させていただいております。 

私たちは，今回の事件についてはまことにゆゆしき事件であって，許すべか

らざる事件でありますけれども，しかしながら，一方でこの条例が，当然であ

りますけれども，市長は今回限りというような趣旨でおっしゃいましたけれど

も，条例でありますから，これから先の類似の事件についても適用される，い

わゆる恒久条例でありますので，そういった点も踏まえて，いささかもバラン

スの崩れることのないように附帯決議をつけさせていただきたいということで

す。  

最後に附帯決議案を朗読をさせていただいて，終わりたいと思います。  

第 95 号議案に対する附帯決議（案）。  

本議案は，地方公務員法が規定する分限休職処分の対象範囲を拡大するもの

であるところから，任命権者が職員の分限及び懲戒に関する条例の恣意的な運
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用を行わないよう，同条例第７条に規定するとおり，人事委員会等において，

処分に際しては必ず審査会に諮問し，弁明の機会を保障するなど，公務員の身

分保障を十分担保する規則・規程を設けることとし，各任命権者が定めている

分限懲戒審査会に関する規則・規程についても所要の改正を行うことを強く求

める。  

最後に一言。  

昨日の本会議では，こういった規則関係は一切変えないという御答弁であり

ましたけれども，昨日の総務財政委員会で遠藤行財政局長から検討するという

御発言がありましたので，今回附帯決議案をつけさせていただくことになりま

したことを最後につけ加えさせていただきまして，以上，提案理由説明とさせ

ていただきます。  

  



12 
 

③分限懲戒審査会の意見  

条例に従い分限懲戒審査会が行われ、次のような意見が出された。 

須 磨 区 内 小 学 校 に お け る 不 祥 事 案 に 係 る 教 員 の 分 限 処 分  

に つ い て の 分 限 懲 戒 審 査 会 の コ メ ン ト  

 こ の 度 の 神 戸 市 の 職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例 第 2 条 ほ か の 改

正 に よ り 、職 員 を そ の 意 に 反 し て 休 職 に す る こ と が で き る 場 合 と し て 、

「 重 大 な 非 違 行 為 が あ り 、 起 訴 さ れ る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る 職 員

で あ っ て 、 当 該 職 員 が 引 き 続 き 職 務 に 従 事 す る こ と に よ り 、 公 務 の 円

滑 な 遂 行 に 重 大 な 支 障 が 生 じ る お そ れ が あ る 場 合 」が 付 け 加 え ら れ た 。

地 方 公 務 員 法 第 28 条 第 2 項 に 定 め る 意 に 反 す る 休 職 の 事 由 は 、 事

由 の 存 否 が 客 観 的 に 明 ら か な も の で あ る の で 、 職 員 の 権 利 擁 護 に 問 題

は な い が 、 今 回 の 条 例 改 正 で 追 加 さ れ た 休 職 を 命 ず る こ と が 出 来 る 事

由 は 、 重 大 な 非 違 行 為 で あ る か ど う か 、 起 訴 さ れ る お そ れ が あ る か 、

公 務 の 円 滑 な 遂 行 に 重 大 な 支 障 が 生 じ る か の 3 点 の 要 件 に つ い て 、 判

断 し な け れ ば な ら な い 。 し か も そ の 判 断 は 、 職 員 の 権 利 に 重 大 な 不 利

益 を 及 ぼ す も の で あ る か ら 、 正 確 な 事 実 認 定 と 厳 格 な 判 断 ・ 解 釈 が 必

要 と さ れ る で あ ろ う 。  

本 来 、 そ の よ う な 判 断 は 懲 戒 処 分 に お い て な さ れ る べ き で あ り 、 そ

の よ う な 判 断 が で き る の で あ れ ば 、そ れ は も は や 休 職 を 命 ず る よ り は 、

懲 戒 処 分 と し て 停 職 や 免 職 を 命 ず る べ き も の で あ ろ う 。 本 件 は 、 厳 格

な 解 釈 ・ 判 断 が 求 め ら れ る 一 方 、 確 定 的 な 判 断 を す る 懲 戒 処 分 の 前 に

行 わ な け れ ば な ら な い と い う 、 ジ レ ン マ を 内 包 し て い る の で あ る 。  

そ こ で 、 本 件 に つ い て 現 段 階 で の 調 査 資 料 に よ る 限 り 、 重 大 な 非 違

行 為 と は 言 え 、 加 害 職 員 4 人 の 間 に も そ の 行 為 に 軽 重 が あ っ て 、 一 律

に は 論 じ ら れ な い 。 刑 事 処 罰 に 関 す る 動 き に し て も 、 被 害 届 が 出 さ れ

て 警 察 の 捜 査 が 始 ま っ た 段 階 で あ り 、 事 案 の 性 質 上 、 起 訴 さ れ る 蓋 然

性 が 高 い と は 言 え な い 。 ま た 、 一 部 の 教 諭 に お い て は 、 そ の 蓋 然 性 が

非 常 に 低 い と 思 わ れ る 。 従 っ て 、 当 審 査 会 と し て は 、 本 件 に つ い て 、

改 正 条 例 を 適 用 す る こ と は 不 相 当 で あ る と 考 え る 。 む し ろ 、 第 三 者 委

員 会 の 報 告 が 出 た 後 、 速 や か に 懲 戒 処 分 を さ れ る べ き で あ る 。  

神 戸 市 教 育 委 員 会 職 員 分 限 懲 戒 審 査 会  
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分限懲戒審査会の意見を受けて、市長がコメントを発表する。 

 

神戸市教育委員会における分限処分決定に関する市長コメント 

昨日、施行された職員の分限及び懲戒に関する条例規定の改正に基

づき、教育委員会は本日、加害教員 4 人に対する分限休職処分を行っ

た。このことは、地方公務員法および神戸市の関係条例の規定を正し

く解釈・適用したものであり、その判断は適切であると考える。 

一方、これに先立ち、神戸市教育委員会分限懲戒審査会（以下、「審

査会」という。）は、「本件について、改正条例を適用することは不相

当である」と判断しているが、本条例の提案者の立場から、以下の点

を指摘せざるを得ない。 

審査会では「起訴される蓋然性が高いとは言えない」あるいは、「そ

の蓋然性が非常に低いと思われる」ことをもって、「本件について、改

正条例を適用することは不相当であると考える」としている。しかし

ながら、改正条例の趣旨は、起訴される蓋然性が高いことまで求める

ものではない。本件事案においては、すでに被害者から被害届が警察

に提出されていること、4 人いずれもの加害行為が被害者の意思に反し、

著しい苦痛を与えた結果、被害者に重大な損害を生じさせたことは明

らかであり、刑法のいずれか、あるいは複数の刑事罰規定に該当し、

少なくとも「起訴されるおそれがある」と判断するのが相当である。 

また、審査会は、本件の場合には、「懲戒処分として停職や免職を命

ずるべき」とするが、分限処分と懲戒処分は、その目的・内容が効果

を異にしており、同一の事実に対して両方の処分を行うことができる

とすることは確定した法律解釈である。今回の条例改正は今後正確な

事実認定に基づき、懲戒処分が行われることを前提として、分限休職

処分事由を追加したものであり、懲戒処分を行うべきであるから分限

処分を行うことができないものではない。 

以上のことから、審査会の判断は法律及び改正条例の解釈として適

切かどうか疑問である。 

 

令和元年 10 月 31 日  

 久  元  喜  造  
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３．学識者の意見  
 

   学 識 者 に 次 の よ う な 意 見 を 頂 い た 。  

 

 

神 戸 市 職 員 の 分 限 及 び 懲 戒 に 関 す る 条 例 等 の 改 正 に 関 す る 意 見 書  

 

関西大学社会安全学部  教授  山崎栄一  

（ 専 攻 ： 憲 法 ・ 行 政 法 ・ 政 策 法 学 ）  

 

 今 回 の 一 連 の 立 法 措 置 な ら び に 法 令 の 適 用 に つ い て は 、 い く つ か

の問題点がある。以下において説明をする。  

 

法令不遡及の原則からの逸脱   

 今回の改正条例の加害教員 4 人に対する適用は、過去の事実（い

じ め に よ る 加 害 行 為 ） に 対 す る 適 用 で あ っ て 「 法 令 不 遡 及 の 原 則 」

に 反 す る も の で あ る 。 不 遡 及 さ せ る ほ ど の 強 度 の 公 益 性 （ 緊 急 性 や

重大性など）があったのか、それを 立証できているのか。  

 

立法ルールからの逸脱   

 立法のあり方という視点からして 、いくつかの問題を抱えている。 

 す な わ ち 、 改 正 条 例 の 条 文 は 、 分 限 休 職 の 対 象 に つ き 「 重 大 な 非

違行為があり、起訴されるおそれが あると認められる職員であって、

当 該 職 員 が 引 き 続 き 職 務 に 従 事 す る こ と に よ り 、 公 務 の 円 滑 な 遂 行

に重大な支障が生じるおそれがある場合」をも追加するものである。

ただし、ここにいう二箇所の「おそ れがある」という文言であるが、

過 度 に 広 範 な 概 念 で あ り 、 恣 意 的 に 運 用 さ れ る 危 険 性 が 高 く 、 立 法

のあり得べき姿から逸脱している。  

 ま た 、 分 限 休 職 の 要 件 に つ い て 文 言 上 は 抽 象 的 に 規 定 し て い る も

の の 、 一 連 の 立 法 過 程 か ら し て 完 全 に 加 害 教 員 を 念 頭 に お い た 「 ね

ら い う ち 立 法 」 で あ り 、 こ の 点 に お い て も 、 立 法 の あ る 得 べ き 姿 か

ら逸脱している。  

 

要件該当性からの逸脱   

 改 正 条 例 に よ り 、 分 限 休 職 の 対 象 が 上 記 の よ う に 拡 大 さ れ た も の
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の 、 少 な く と も 審 査 請 求 を し て い る 加 害 教 員 に つ い て は 、 「 重 大 な

非違行為」という要件には該当しな いと思われる。  

 ま た 、 「 起 訴 さ れ る お そ れ 」 に 該 当 す る か ど う か で あ る が 、 検 察

官 が 広 範 な 裁 量 権 を 有 し て お り 、 必 ず し も 起 訴 さ れ る と は 限 ら な い

のであって、判断そのものが困難である。  

 こ こ に い う 「 公 務 の 円 滑 な 遂 行 に 重 大 な 支 障 が 生 じ る 」 と は 、 加

害 教 員 が こ の よ う な 事 件 が 発 覚 し た 後 も 、 公 然 と 職 場 に 出 勤 し 、 引

き 続 き 職 場 に お い て 加 害 教 員 が い じ め 行 為 を 継 続 す る と か 、 加 害 教

員が教壇に立つことにより、児童生徒が動揺 することで PTSD などを

発 症 す る と い う 事 態 が 該 当 す る と 考 え ら れ る 。 今 回 の ケ ー ス に お い

て は 、 す で に 有 給 休 暇 を 取 っ て い る の で あ る か ら 、 い じ め 行 為 の 継

続や児童生徒への直接的な影響が出 るとは考えられない。  

 

審査会の諮問尊重からの逸脱   

 本 来 は 、 審 査 会 の 諮 問 を 尊 重 す べ き と こ ろ 、 市 教 育 委 員 会 は 諮 問

を尊重しない形で 10 月 31 日から 4 人を分限処分にしている。諮問

については、原則的には尊重すべきである。  

 

 こ こ ま で の 評 価 と し て 、 今 回 の 事 例 は 、 立 法 や 法 令 の 運 用 に つ い

て 問 題 の あ る 政 策 法 務 の 一 事 例 と し て 、 法 学 の テ キ ス ト に も 紹 介 さ

れることとなり、恒久的に神戸市政 に汚点を残す可能性がある。  

 

 以 下 に お い て は 、 ど の よ う に 対 応 す べ き で あ っ た の か 、 対 応 す べ

きなのかについて意見を述べることとする。  

 

苦情電話に対する評価と対応  

 給 与 支 給 に 対 す る 抗 議 の 電 話 が 殺 到 し た と い う が 、 給 与 支 給 だ け

が抗議の一因ではあっても唯一の原 因ではないと思われる。   

 前 校 長 へ の 対 応 も 含 め 、 こ れ だ け の こ と が あ っ た の だ か ら 、 懲 戒

処 分 が 下 さ れ る ま で 何 ら か の 抗 議 の 電 話 は 想 定 で き る 範 囲 の こ と で

ある。  

 有 給 休 暇 に 関 す る 苦 情 に つ い て は 、 そ の 多 く が 「 法 令 不 遡 及 の 原

則 」 や 「 立 法 に よ る 解 決 の 限 界 」 に つ い て 知 識 を 有 し な い 人 々 に よ

ってなされたものであると推察される。  

 そ の よ う な 苦 情 電 話 が 殺 到 し た 時 点 で 、 市 は 、 法 令 不 遡 及 の 原 則
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や 立 法 に よ る 解 決 に は 限 界 が あ る こ と を 述 べ た 上 で 、 加 害 教 員 が 受

け る こ と に な る 懲 戒 手 続 に つ い て 、 あ る 程 度 の 見 通 し を 市 民 に 会 見

等 で 説 明 す る べ き で あ っ た 。 今 回 の 一 連 の 措 置 は 、 そ の よ う な 説 明

責 任 を 怠 っ た 上 で の 、 世 論 へ の 安 易 な 迎 合 に 起 因 し た 措 置 で あ る と

いわれても仕方がない。  

 今 回 は 、 加 害 教 員 が 実 質 的 に 自 主 的 な 謹 慎 を し て く れ た の で あ る

か ら 、 学 校 現 場 へ の 影 響 は 縮 小 さ れ た と い っ て も よ い 。 こ れ で も 、

堂 々 と 学 校 に 勤 務 し よ う と し て い た ら 、 教 育 委 員 会 付 け で 学 校 か ら

引き離すなどの措置をとるしかなかった。  

  

今後の対応  

 今 回 の 条 例 改 正 に つ い て は 、 少 な く と も 二 つ の 「 お そ れ が あ る 」

という条項を見直すべきである。  

 神 戸 市 職 員 分 限 懲 戒 審 査 会 に 関 す る 規 則 に つ い て も 、 附 帯 決 議 に

あるように手続き的な保障がなされるように 改正をすべきである。  

 今後の措置については、とにかく 、加害教員 4 人に対しては適切

な 懲 戒 処 分 を 行 い 、 学 校 現 場 の 体 質 改 善 を 徹 底 的 に 行 い 、 地 道 に 信

頼を回復するしかない。  
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そ の 他 の 学 識 者 の 意 見 を 、 新 聞 記 事 等 か ら 整 理 す る 。 （ 掲

載 日 順 ）  

 

 

名古屋大学大学院  中嶋哲 彦教授（教育行政学）  

分限休職の対象拡大について、「調査段階の対象者に事実

上の罰を与えることにつながり、適正手続の保護という観点

から疑問がある。」と指摘。「市議会は条例改正を認めつつ、

客観的で丁寧な個別審査を求める付 帯決議も可決している。

いずれにしろ時間をかけるよう求め るなら、正式な懲戒処分

を待てばよく、条例改正の必要性に疑問符がつく。」と指摘

している。  

【朝日新聞 2019 年 10 月 25 日】  

 

 

関西学院大学  北山俊哉教授（地方自治論）  

給 与 の 差 し 止 め を 可 能 に す る 条 例 改 正 案 に つ い て 「 例 え

ば、『君が代を歌わなかったら給与を差し止める』など、『非

違行為』が拡大解釈されてしまう可 能性もある。条例は全て

の市職員が対象となるので、正しい運用が求められる。」と

指摘している。  

【神戸新聞 2019 年 10 月 25 日】  

 

 

神戸大学  馬場健一教授（法社会学）  

「 4 人を狙い撃ちするよう な条例改正は、普遍的に適用せ

れる法令としては不適切。条文は曖 昧で恣意的な運用も可能

だ。」と将来的な乱用を危惧すると している。 4 人の処分に

は十分な調査が必要なことを強調し た上で、「市民感情に任

せた付け焼刃的な対応。迅速な手続 きで、生きるために必要

な給与を取り上げるべきではない。」と批判している。加え

て、処分を受けた 4 人か ら逆に訴訟を起こされるリスクも指

摘している。  

【毎日新聞 2019 年 11 月 1 日】  
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立命館大学  鵜養幸雄教授（行政学）  

「市民感情を法令に取り入れ、市長の政治的判断があって

も構わない」との立場だ。ただ、今回の措置については、「理

屈が後付で違和感がある。懲罰感情 が先行すれば、条例適用

の裁量を誤りかねない。」との懸念を示し、「加害教諭個人

の問題と捉えるのではなく、学校や教育委員会という組織の

あり方に目を向けるべき」と指摘している。  

【毎日新聞 2019 年 11 月 1 日】  

 

 

鹿児島大学  渡辺弘准教授 （憲法学・法教育論）  

「改正条例は、事後に作っ たルールでそれ以前の行為を理

由 に 不 利 益 を 課 す こ と を 禁 じ た 憲 法 の 趣 旨 に 触 れ る 可 能 性

がある。」と指摘する。恣意的な運用を防ぐ措置も不十分だ

として、条例を再検討するべきと指 摘している。  

【朝日新聞 2019 年 11 月 2 日】  
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